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2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体 2021年４月1６日時点

 東京都・京都市・横浜市を始めとする370自治体（40都道府県、215市、６特別区、90町、19村）が

「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体総人口約1億1,011万人※。

※表明自治体総人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。

表明都道府県（1億72万人） 表明市区町村（5,466万人）

：都道府県表明済
：都道府県未表明・市区町村表明有
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＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体
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①ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業

②再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続
可能でレジリエントな地域社会実現支援事業
③脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

④地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分
散型エネルギー設備等導入推進事業
⑤PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエ
ンス強化促進事業
⑥浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業

地方自治体への取組支援策

■ ゼロカーボンシティを目指す地方公共団体に対し、情報基盤整備、計画等策定支援、設備等
導入を一気通貫で支援

■ 地域における温室効果ガスの大幅削減と、地域経済循環の拡大(地域に裨益する形での再エネ
事業の推進）、レジリエンス向上を同時実現

計画立案 合意形成
実施・運営
体制支援

設備等導入
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•現状把握や計画策定、再エネ導入に関する
知見・人員の不足

•環境影響や経済効果等の情報不足

•合意形成プロセスの不在

•地域主導の再エネ
事業のノウハウ・人材
の欠如

•災害時のエネルギー
確保

•地域再エネ事業の実施・運
営体制の構築及び人材育
成支援

•地域関係主体の合意
形成支援

•地域脱炭素シナリオや
再エネ目標の策定支援

•防災にも資する自立･分
散型エネルギーシステム
導入支援等

支
援
策

ゼロカーボンシティ再エネ強化支援パッケージ（3次補正 200億円、R3予算案 204億円）
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2050年カーボンニュートラル実現に向けた展開

 2050年までのカーボンニュートラル実現に向けては、
2030年までの10年間が重要。

 2030年までの地域での再エネ倍増に向けた取組などにより、
地域で次々と脱炭素を実現していく脱炭素ドミノを生み出す。

「ゼロカーボンシティ」は、約370自治体、人口規模では１億1千万人超

 情報基盤整備、計画策定、設備導入等の一気通貫の支援
 脱炭素に向けた取組が、地域経済循環を拡大し、レジリエンスを向上

「宣言」から「実現」へ
（予算措置）

国・地方脱炭素実現会議

地球温暖化対策計画・長期戦略

地球温暖化対策推進法

 地域からの脱炭素ドミノを生み出す施策づくり
 2025年までに先行的な脱炭素実現地域の創出を目指す

 経済産業省と連携し、成長戦略に資するカーボンプライシン
グの検討を再開

カーボンプライシング

 2050年カーボンニュートラルの位置づけや
地域の再エネ活用促進に向けた制度整備の検討

 2030年中期目標実現に向けた施策強化の議論
 2050年長期目標に向けた方向性の議論
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国・地方脱炭素実現会議

構成メンバー：
＜政府＞
内閣官房長官（議長）、 環境大臣（副議長）、総
務大臣（同）、 内閣府特命担当大臣（地方創
生）、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣

＜地方公共団体＞
長野県知事、軽米町長、横浜市長、津南町長、大野
市長、壱岐市長

第1回国・地方脱炭素実現会議（令和２年12月25日）

○ 国と地方が協働・共創して2050年までのカーボンニュートラルを実現するため、特に地域
の取組と国民のライフスタイルに密接に関わる分野を中心に、国民・生活者目線での実現
に向けたロードマップ、及び、それを実現するための国と地方による具体的な方策について議
論する場として、国・地方脱炭素実現会議を開催。

○ 令和２年12月25日の第１回では、ロードマップの趣旨・目的と各省・地方公共団体の
取組を元に議論し、令和３年４月20日の第２回では、ロードマップの骨子案を議論。

○ 関係各方面からのヒアリング（第1回：2月16日、第2回：2月22日、第3回：3月11

日、第4回：3月19日に実施。）を通じて、ロードマップの具体化とその実現の方策につい
て検討を行い、5月中下旬頃に開催予定の第３回会議で取りまとめ、成長戦略等に反映。
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地域脱炭素ロードマップのイメージ
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①適用可能な最新技術でできる
重点対策を全国で実施
A)屋根貸しなど未利用再エネの最大活用
B)住宅・公共施設の省エネ性向上
C)住民・観光客向けの再エネEVカーシェア
・
・
・

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
待
た
ず
適
用
可
能
な
最
新
技
術
を
フ
ル
活
用

足
元
か
ら
で
き
る
こ
と
を
直
ち
に
実
行

地
域
に
よ
っ
て
は
、
カ
ー
ボ
ン
マ
イ
ナ
ス
を
目
指
す

ドミノを
津々浦々へ

革新的技術も活用

②先行モデルケースづくり
≒ドミノスタート）
多様なスケール・テーマがありえる

A) 公共施設の電力を100％再エネに
B) ゼロエミッションの公共交通整備
C) 小規模街区で再省蓄エネ＆IoTで最適管理

組み合わせでエリア全体の脱炭素も可能に・
・
・

2020 2030 2050

地域の主体的な取組を引き出す施策
実効性を確保するための指標や仕組みを盛り込む

全
国
で
で
き
る
だ
け
多
く
の
脱
炭
素
ド
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ノ

2025

5年の集中期間に
政策総動員
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地域脱炭素ロードマップ骨子案の主なポイント

ロードマップの基本シナリオ

地域の豊富な再エネポテンシャルを最大限活用し、2050年脱炭素と、経済活性化、防災等の
地域課題の同時解決を目指す。

①今後5年間に対策を集中実施し、
② 100カ所以上の「脱炭素先行地域※」の創出
③屋根置き太陽光や省エネ住宅など重点対策を全国で実施
により、地域の脱炭素モデルを全国そして世界に広げる。

※脱炭素先行地域：2025年までに脱炭素
実現の道筋をつけ、2030年までに脱炭
素を達成。民生部門（家庭やビル等）の
電力消費に伴うCO2排出を実質ゼロに。

地域と国が一体で取り組む
地域の脱炭素イノベーション

①自治体、金融機関、中核企業等

が主体的に参加した体制構築。

脱炭素に関する課題把握・事業

検討・合意形成・進捗確認の一

連実施

②地域の脱炭素の取組に対して、

国の地方支分部局が水平連携し

ながら、人材派遣や資金の継続

的・包括的な支援を提供

ロードマップ実現のための具体策

グリーン×デジタルで
ライフスタイルイノベーション

①製品・サービスへのCO2排出量
の見える化

②企業や地域のポイントを活用し、
脱炭素な製品サービスの選択へ
のインセンティブを付与

③ナッジを活用し、日常シーンの
中の変化をそっとひと押し

＜１＞ ＜２＞ ＜３＞

社会を脱炭素に変える
ルールのイノベーション

①温対法改正法案に基づく地域再

エネの目標と促進地域を設定

②風力発電等促進のための環境ア

セスメント最適化

③科学調査による地域共生型地熱

発電の開発加速化

④住宅・建築物の脱炭素化に関す

るロードマップの作成



参考資料
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地域における再エネ活用の意義

 再エネ活用の地域でのメリット：①経済の域内循環、②産業と雇用創出、③レジリエンス向上

 日本全体にも貢献：①エネルギー自給率の向上、②化石燃料輸入代金の低減

 地域再エネの活用により、多くのメリットとともに、脱炭素化を進めることができる

出典：地域経済循環分析データベース2013（環境省）から作成

市町村別の再エネ導入ポテンシャル

出典：環境省（「令和元年版及び令和２年版環境白書」を一部修正）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入するには、技
術や採算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。

※今後の省エネの効果は考慮していない。

大
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ポ
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ン
シ
ャ
ル

小

地域内の再エネ供給力がエ
ネルギー需要を上回り、地域
外に再エネを販売できる地域

域内の再エネで地域内のエ
ネルギー需要をほぼ自給でき
る地域

域内の需要が再エネ供給力
を上回り、再エネを他地域か
ら購入する必要がある地域

市町村別のエネルギー収支

 再エネの最大限の活用に向け、再エネポテンシャルが豊富
な地方と、エネルギー需要密度が高い都市の連携が重
要。

 9割超の自治体のエネルギー収支が赤字(2013年)
 特に経済規模の小さな自治体にとっては、基礎的な

支出であるエネルギー代金の影響は小さくない。

 国全体でも年間約17兆円を化石燃料のために海外に支
払い(2019年)

南西諸島

} エネルギー収支が

凡例
地域内総生産に対するエネ
ルギー代金の収支の比率

赤字額が10％以上

赤字額が5～10％

赤字額が0～5％

黒字
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再エネポテンシャルは現在の電力供給量の最大２倍

 環境省試算では、我が国には電力供給量の最大２倍の再エネポテンシャルが存在
 再エネの最大限の導入に向け、課題をクリアしながら、着実に前進していく必要

0
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25000
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発電電力量実績

（2019年度速報値）

高位シナリオ

経済性を考慮した導入ポテンシャル

（シナリオ別導入可能量）

発電電力量のポテンシャル（億kWh/年）

中小水力
226

石油
695

原子力
638

10,277

洋上風力
15,584

陸上風力
4,539

太陽光
5,041

石炭
3,277

天然ガス
3,815

26,186

高位ケース
（現時点のＦＩＴ売電並の価格と
コストで分析したポテンシャル量）

地熱
796

※出典：総合エネルギー統計
※ポテンシャルは、賦存量（面積等から理論的に算出できるエネルギー資源量）から、法令等による制約や事業採算性などを除き環境省
算出。導入可能量ではないため、技術や採算性などの課題を克服しながら、ポテンシャルを最大限に活かしていく必要がある。
※この試算以外にも様々な試算あり。

再エネ
1,057

水力
796
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脱炭素（再エネ導入）による地域経済へのメリット

（例）再エネ導入により地域が得られるメリットを他の施策で実現する場合

・地域への再エネ導入に伴う地域経済への波及効果は、観光（観光客の誘致には

様々な広報が必要）や６次産業商品化（マーケティングや商品流通の開拓が必要）

に比べ、行政コストの割に地域が比較的手堅く収益を確保できる取組

・地域に再エネ導入を進めていくためには、脱炭素が地域にメリットのあるものであること

を効果的に周知することも必要

※地域経済循環分析を基に算定したもの
一般の方にとってはまだ馴染みの薄い概念であるため、現在、広報用の動画素材（10分程度）を作成中

太陽光発電（5,000kW）導入

空き家対策なら・・・
188人の移住者の増加

少子化対策なら・・・
700人のこどもの増加

観光振興なら・・・
18,880人の観光客の増加

＝



地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律案

｢2050年までの脱炭素社会の実現」を基本理念として法律に位置付け、政策の予見可能性を向上。

長期的な方向性を法律に位置付け

脱炭素に向けた取組･投資を促進

地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」の目標や

｢2050年カーボンニュートラル宣言｣を基本理念として法に位置付

け

 地球温暖化対策に関する政策の方向性が、法律上に明記されることで、国の政策の継続

性・予見可能性が高まるとともに、国民、地方公共団体、事業者などは、より確信を持っ

て、地球温暖化対策の取組やイノベーションを加速できるようになります。

 関係者を規定する条文の先頭に「国民」を位置づけるという前例のない規定とし、カーボ

ンニュートラルの実現には、国民の理解や協力が大前提であることを明示します。

ESG投資にもつながる

企業の排出量情報のオープンデータ化

地方創生につながる再エネ導入を促進

地域の求める方針（環境配慮･地域貢献など）に適合する再エネ活用事業

を市町村が認定する制度の導入により、円滑な合意形成を促進

 地域の脱炭素化を目指す市町村から、環境の保全や地域の発展に資すると認定された再エ

ネ活用事業に対しては、関係する行政手続のワンストップ化などの特例を導入します。

 これにより、地域課題の解決に貢献する再エネ活用事業については、市町村の積極的な関

与の下、地域内での円滑な合意形成を図りやすくなる基盤が整います。

企業からの温室効果ガス排出量報告を原則デジタル化

開示請求を不要にし､公表までの期間を現在の｢2年｣から｢1年未満｣

へ

 政府として行政手続のデジタル化に取り組む中、本制度についてもデジタル化を進めるこ

とにより、報告する側とデータを使う側双方の利便性向上が図られます。

 開示請求を不要とし、速やかに公表できるようにすることで、企業の排出量情報がより広

く活用されやすくなるため、企業の脱炭素経営の更なる実践を促す基盤が整います。
13
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今回創設する地域の脱炭素化の仕組みに期待される効果

＜事業のイメージ＞
• 再エネを導入し、災害時も含め地域に供給
• 再エネの導入と一体でEV等の電動交通インフラを整備
• 廃棄物エネルギーを地域供給し、その利益で省エネ機
器の普及を支援

実行計画の策定 事業計画の認定

＜効果＞
地域の再エネ資源の利用目標・方針
の合意形成

• 地域の再エネ資源のポテンシャルを踏まえた意欲的
な目標設定

• 環境保全の観点から支障のなさそうな立地の選定
• 場所ごとに、環境配慮すべき事項や地域貢献の取

組を整理

地
方
公
共
団
体

事
業
者

事
業
計
画
の
立
案

事
業
の
構
想

＜効果＞
事業の予見可能性の向上
• 地域配慮の観点からの事業候補地

の選定の円滑化
• 早期段階での関係者や課題の特定

＜効果＞
地域に貢献する優良事例を選定・推進

＜効果＞
事業実施の円滑化
• 関係法令のワンストップサービス

• 環境アセスの配慮書手続の省略
• 補助事業での加点措置等

申請

地
域
主
導
で
脱
炭
素
化
を
加
速

自然公園法（公園内開発）、温泉法（土地掘削等）
廃掃法（熱回収認定、処分場跡地形質変更）
農地法（農地転用）、森林法（林地開発許可等）
河川法（水利使用のため取水した流水を利用する発電
の登録）

計
画
の
策
定

公表
認定




